
 

 [1] 航空業界の環境への取り組み 

航空産業の温暖化防止を積極的に推進すべき 
 

地球温暖化の現状と

今後の課題 

地球温暖化の進行により

異常気象などの形で私たち

の生活にも影響をもたらし

ています。ＩＰＣＣ（気候

変動に関する国連の機関）※

22 の最新報告では、2100 年に平均気温

が最大 4.0℃上昇すると予測されており、

今後、温暖化による砂漠化の進展や氷

原・氷床の減少などの直接的な影響のほ

か、食糧生産、海岸の浸食、生物種の減

少など一層深刻な影響がでてくるものと

予想されています。しかし同時に、今後

20～30 年の温室効果ガス削減に向けた

努力と投資が温暖化の抑止に大きな影響

を持つとも言われています。 

温暖化を食い止めるには、国際的に期

間と量の目標を定め、温室効果ガスをき

ちんと削減しなければなりませんが、現

時点では具体策に対する国際間調整が進

んでいません。2008 年 7 月の洞爺湖サ

ミットにおける G8 の合意も、曖昧な長

期目標を唱えるだけで終わっています。

また、本年 7 月のラクイラ・サミットに

おいて、Ｇ８は「５０年までに先進国は

８０％削減」との新たな目標を設定しま

したが、中国やインドなど新興国を巻き

込む形で確認することはできませんでし

た。今後、国際協調のもと、各国の経済

発展の一方で、いかに温室効果ガスを削

減するのかが喫緊の課題です。 

 

CO2 排出に対する航空の立場

と国内外の取り組み  
温室効果ガスのなかでも、最も影響が

大きいのは CO2 です。運輸部門は、世界

全 体 の CO ２ 排 出 量 の う ち 13 ％ 強

（2004ＩＰＣＣデータ）、日本全体の

CO２排出量のうち約 19％（2007 国土

交通省データ）を占めており、運輸部門

の CO2 削減は温暖化対策として非常に重

要になっています。 

また、航空の排出量は、日本の運輸部

門の 4.4％、日本全体の 0.9%弱となって

います。割合は多くありませんが、その

推移を見ると、輸送量の増加に伴い、

2007 年度は 1990 年度比で 150％以

上となっています。 

今後、首都圏空港の発着枠拡大により、

輸送量が増加します。社会的責務を果た

し、今後の産業発展につなげるためにも、

行政も含め業界全体で、より省エネル

ギーで CO２排出量の少ない航空輸送と

事業運営を追及することが必要です。 

具体的な CO２排出量削減策としては、

航空機の運航に関するものでは、「エネ

ルギー効率の良い新規機材の導入」「効

率的な飛行ルート・方式」「代替燃料な

ど新技術開発」などが考えられます。ま

た、空港運営などにおいても、電気自動

車の導入促進など様々な取り組みが可能

です。これらは、徐々に取り組みつつあ

るものの、費用面や関係省庁との調整な

どの課題もあり、思うように進んでいな

いのも事実です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

経済的手法の導入に向けた現

状と課題 

温室効果ガスの削減のための経済的手

法（間接的手法）として、世界的に排出

量取引が活用されつつあります。EU 域内

では共通の排出量取引市場として EU 

ETS が制度導入され、2012 年以降は

EU 域内に離発着する国際線も対象とな

ります。また、国内においても、排出量

取引の国内統合市場の試行的実施が進め

られており、既にエアライン数社も参加

登録しています。 

これらの経済的手法の導入については、

具体的な成果が期待される一方で、今後

の動向次第では、航空産業に非常に大き

な影響を与える可能性があります。 

また炭素税を中心とした環境関連税制

の導入についても検討が進められていま

すが、その導入効果を疑問視する声も多

く、産業界の強い反対も加わり、2004

年度、2005 年度と、二度にわたり導入

は見送られています。 

 



 

 

行政/業界団体/航空が一体と

なった CO2 排出量削減 

現在、航空産業の温暖化防止策につい

ては、エアライン、空港など、それぞれ

が独自の立場で取り組んでいますが、こ

れらの取り組み効果を最大化するために、

行政、業界団体、エアライン等の関係者

が協調、連携し、一体となった環境対策

を推進すべきです。 

そのために、先ずは CO2 排出量の低減

目標などを定め、単なる法対応や国際的

な枠組みの追従という視点だけではなく、

航空産業全体で積極的に取り組むべきで

す。検討にあたっては、各社の事業規模

の差異を考慮し、総量規制（削減）より

も単位あたりの排出量削減（重量、旅客、

座席ベースなど）を目指すことが望まし

いと考えます。 

空域の有効活用・再編を 

 

 

 

航空機のエンジンからは大量の CO2

が排出されており、わずかな空域や飛行

ルートの見直しでも、かなりの CO2 削減

効果が得られます。 

今後、航空における温暖化対策の１つ

の柱として、首都圏空域の再編や市街地

上空通過など、空域の有効活用や再編を

加速すべきと考えます。また、RNAV（広

域）航法や着陸方式の見直し等も積極的

に活用すべきです。世界的に地球温暖化

対策が進められている中、国際路線も含

めて、関係者間で徹底的に議論・検討す

ることが必要です。 

環境にやさしい空港作りの更なる推進 

空港全体での環境対策として、空港の

運営主体（国、空港会社、地方自治体）

やビル会社は、より積極的に CO2 排出量

の削減を目指すべきです。中部空港など

一部ではハイブリットカーの利用が義務

付けられた空港もありますが、今後は、

電気車両の導入など環境対策を推進する

とともに、バッテリー充電装置の設置な

ど、積極的にインフラ整備を進める必要

があります。 

また、独立法人新エネルギー・産業技

術開発機構（NEDO）には、行政の省エ

ネルギー化促進政策を受けて、エネル

ギーの削減効果が高い取り組みに対して、

一定の補助金を支給する制度があります。

航空連合も空港内車両などで補助を求め、

成果をあげてきましたが、企業会計時期

とのズレなど利用しづらいという声もあ

ります。より活用しやすい制度になるよ

う、申請の簡素化、申請・決定時期の見

直しなどの改善が求められます。 

エアラインの CO2 排出量削減 

エアラインが実施する温暖化対策の中

で最も効果が高いのは、低燃費な新規機

材への更新です。そのためには、更なる

各エアラインの経営努力が前提ではあり

ますが、一方、国に対して、航空機購入

に対する補助金や無利子融資などを求め

ることも検討が必要です。 

各エアラインでは、飛行方法やルート

見直し、エンジン洗浄による燃費向上、

機体の軽量化、バイオ燃料の試験使用な

ど、様々な努力や工夫を行っています。

また、飛行中の大気観測という航空の特

性を活かした取り組みを実施しているエ

アラインもあります。これらの取り組み

は、今後も従業員の知恵と経験を活かし

ながら、継続することが必要です。 

また、事業所活動による CO2 削減活動、

ノー残業デーなど、労使で議論し、自発

的活動を加速させることも重要です。 

航空産業への経済的手法の導

入について 

国際的な航空分野への排出量取引導入

について、EU が先行して仕組みを導入し

ようとしています。日本政府な付加対応

にならないようにすべきです。また、環

境に対する企業努力によるインセンティ

ブや、排出量取引の対象企業への課税免

除、国際事業部門への課税のあり方など

の措置も検討が必要です。 

さらに、国は各産業の役割分担によっ

て成り立っています。化石燃料を使用せ

ざるを得ない業界が集中負担する構造は

避けるべきであり、社会的問題である

CO2 排出への負担は広く国民が負うと

いうスタンスをもつべきと考えます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

※22 ＩＰＣＣ（Intergovernmental Panel on Climate Change：気候変動に関する政府間パネル）：参考資料 22 

 


